
2019年度予算額（案） ： 456百万円
（前年度予算額 ： 456百万円）

【事業の目的・概要】
以下の取組を達成することにより、精緻な即時被害把握等を実現するとともに、官民一体の総合的な
災害対応や事業継続、個人の防災行動等に資するビッグデータを整備する。また、これらを活用し、
IoT/ビッグデータ解析による都市機能維持の観点からの情報の利活用手法の開発を目指す。

官民連携超高密度地震観測システムの構築
構造物の崩壊余裕度に関するデータ収集

【事業スキーム】
補助機関：国立研究開発法人
事業期間：2017年度～2021年度

政府関係機関、地方公共団
体、民間企業等が保有する
地震観測データを統合し、
官民連携による超高密度地
震観測システムを構築。

Ｅ-ディフェンスを用いて、非構造
部材（配管、天井等）を含む構造
物の崩壊余裕度※に関するセンサー
情報を収集。

②構造物の崩壊余裕度に関するデータ収集

③ビッグデータの整備①官民連携超高密度地震観測システムの構築

協 議 会
民間企業（ライフライン、通信、交通等）や地方公共団体、
関係機関と連携

ビッグデータ

※地震動による構造物への影響（損傷発生～崩壊）を定量化したもの。

国
防災科学
技術研究所

補助金

首都直下地震は切迫性が指摘されており、経済被害推定額は約95兆円にのぼる。被害推定では、地震時には延焼火災が広範囲に生じ、死者は
２万人に達するなど、地震被害のみならず、地震に起因する複合災害等への対策も重要かつ喫緊の課題となっている。災害発生後にできるだけ
早急かつ有効な災害情報を提供することで、あらゆる組織や個人の安全・安心が確保されるというレジリエントな社会を構築する必要がある。

※ これまで世の中に分散し眠っていたリアルデータを一気に収集・分析・活用（ビッグデータ化）することで、個別ニーズにきめ細かく対応できる商品やサービスの提供が可能となる。
（経済財政運営と改革の基本方針2018）
※ 各国研が整備するデータベースについて、学術目的での利用に加え、産業界のニーズに対応したデータや機能の充実。 （統合イノベーション戦略）

背景・課題

事業概要

精度・密度が不揃いなデータ
のキャリブレーション・統合

センサ情報を活用した建物の崩壊
余裕度モニタリング

地震被害把握

自然地震と人工地震との
相補的融合

首都圏を中心としたレジリエンス総合力向上プロジェクト


